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表 I ー 1 環境会計と関係対象・捕捉ターム
、ミミ 関係対象(証券市場) (市民社会)
捕 (金 額) 11企業財務会計 企業環境会計 地球環境会計捉
タ
ム (物量・叙述) 企業財務報告 企業環境報告 11地球環境報告|
「環境会計J の特質を析出するためには、「環境会計J 生成の原点に遡って、その経緯をみる


































































































































R. Gray, D. Owen, C. Adams, Accounting & Accountability崎changes and challenges in corporate social and 





























央経済社， 1999, 63 -85ページなど参照。
( 5 )前掲拙著『環境会計入門J 120-1 ページ。なお、 Cf. ICI, Sψty， Health and Environmental Peゆrm­




目順に、 3 ， 538 (1 995年度， 7, 185) ; 21, 498, 189 (36 , 052, 358) ; 1, 888 (4, 559) ; 58 (364) ; 9,472 
(17 , 339) ; 9, 310 (37 , 624) ; 570 (1， 920) となっており、いずれも無名数で「環境負荷」が集計さ





























( 6 )スイスの環境会計、とくに「エコバランス」については、 U.E. ジモニス編著(宮崎修行訳) rエコノ
ミーとエコロジ一一「環境会計j による矛盾への挑戦』創成社， 1995など参照。
( 7) IS014000シリーズについては、例えば、吉沢正監修『環境マネジメントシステム一対訳IS014000 ・
14004.1日本規格協会， 1996参照。
(8) EMASについては、例えば日本規格協会編『環境管理・監査システム -BS7750 と EC規則の対訳』日
本規格協会， 1994参照。なお、向山敦夫「環境会計と環境監査J (山上・高橋編著『環境変動下の経
営と会計J 白桃書房、 1997 所収)なども参照のこと。
(9) FASBやEITFなどの一連のシリーズ、例えば、 EITF r93-5: 環境負債の会計J など参照。
(10) Cf. U. S. Environmental Protection Agency , An Introduction ω Environmental Accounti時出 a Business 












集計期間: 年月 日~年月 日
単位円






















出所環境庁「環境保全コストの把握及び公表に関するガイドラインJ 1999. 3., P. 1 
(11) この会社では、環境コストを、「維持コスト」と f環境投資」に分類し、 f環境対応を主目的に支出さ
れたコスト j について集計しており、環境コストは総額で970億円(売上高の約 1 %)で、そのうち
「維持コスト」は89億円(前期より 24億円減)、「環境投資J は881億円 (99億円増)と報告されてい




|附年度TaKaRaグリーン且表(環境損益計算書)日97年 4 月 -1998年 3 月期
自然環境への負荷 自然環境への貢献
資源 大気排出 生産工程での 消費後 自然環境保護
原料の調達 エネルギー 排水の発生 再資源化 リサイクル 環境啓蒙の調達 排水 583万rrl されない されない 活動
廃棄物発生 容器包装品の発生
原材料 11万t 用水 725万d C02 50, 600t-c 16, 363t 3.7万t
容包品 3.6万t 電力 3， 700万kwh NOx 290t 
非リサイク lレ素材分 燃料 2. 78万rrl SOx 341t 
対処費用 3 億500万円 6億2 ， 400万円 9， 400万円
出所 rTAKARA緑字決算報告書 1998J P.l 
「環境庁ガイドラインJ (表 ill-l 参照)は、表からも明らかなように、「環境保全コスト」
を分類・把握・公表するもので、環境保全コストを、(1)環境負荷低減に直接的に要したコス
ト(直接環境負荷低減コスト)、 (2) 環境負荷低減に間接的に要したコスト(環境に係る管理的









環境保護J . I環境啓蒙活動J を金額表示しようとするものであり、これら両者の差額を出発点








イン一環境会計の確立に向けて(中間取りまとめ)J 環境庁， 1999.3, 5 ページ， 11ページ
(13) 宝酒造株式会社 rTAKARA緑字決算報告書J 1998 ， 1ページ， 11ページ;なお、 1999年度は、「自然環




表Eー 3 ー IBMの環境会計
全世界の環境対策関連費用と節約効果の算定(億円)
表1:1997年の環境対策関連費用 表2:1997年の環境対策による節約効果と費用の回避
環境対応管理・人件費 41. 3 事業所の汚染防止活動 33.1 
環境対応顧問料 2.9 施設内リサイクル 15.7 
環境配慮研究費 4.3 梱包材の改善と削減 35.8 
許認可費 1.1 省エネルギー効果 32.4 
廃棄物処理費 19.1 事前対応によるスーパーファンド施設
水質・排水処理管理費 22.9 および事業所の修復費節約 12.5 
大気中への放出管理費 3. 7 保険の節約* 10.9 
地下水観測管理費 1.1 流出改善費の回避** 30.0 
環境シスァム改善費 1.3 法規制準拠費の回避** 64.2 




























































項 日 範 聞 富士通 主要子会社 合計
(1)直接的費用 生産活動を確保するための環境保全活動費用 42 35 77 
(2)間接的費用 環境推進活動費用(人件費)、 IS014001認証取得・維持費用 11 15 26 
(3)省エネルギー費用 省エネルギー対策費用 8 l 9 
(4) リサイクル費用 製品の回収・再商品化費用 2 2 4 
費用 廃棄物処理費用 8 8 16 
(5)研究・開発費用 環境配慮型製品・環境対応技術の開発費用 1 5 6 
(6)社会的取組費用 緑化推進、環境活動報告書作成、環境宣伝などの費用 2 3 5 
(7)その他環境関連費用 土壌汚染の修復、ダイオキシン対策などの環境リスク対応費用 6 7 
合計 80 70 150 
(1)生産支援のための 生産活動により得られる製品の付加価値の内、環境保全活動による寄 37 23 60 
環境保全活動 与分
(2)工場省エネルギー活動 電力、油、ガス使用量減に伴う費用削減額 6 3 9 
(3) リサイクル活動 廃製品リサイクルによる有価品・リユース品の売却額 5 29 34 
廃棄物減量化によるコストダウン額 2 3 
(4) リスクマネジメント 法規制不遵守による事業所操業ロス回避額 18 14 32 
効果 地下水汚染対策による住民補償、保険費用の回避額と、ダイオキシン 9 5 14 
対策による焼却設備廃止に伴う差額効果
(5)環境ビジネス活動 環境ピジネス製品(化学物質環境安全データシート管理システム、 5 3 8 
環境常時監視システムなど)販売貢献額
(6)環境活動の効率化 ペーパーレス効呆、管理システム活用によるコストダウン額など 13 3 16 
(7)環境教育活動 IS0l4001構築コンサルタント、監査員教育などの社内教育効果額 3 2 5 
合計 97 84 181 
出所:富士通株式会社 11999環境活動報告書J P.19 -20 




果」・「事前対応によるスーパーファンド施設および事業所の修復費節約J ・「保険の節約J . I流
出改善費の回避J . I法規制準拠費の回避J などがあげられている O そして、とくに「保険の節
約」ゃ「流出改善費の回避J . I法規制準拠費の回避J などは、「仮定」にもとづいて算定されて
いる。
これに対して、富士通の「環境費用と効果の対比項目 j をみると、表皿- 4 で示したように、
富士通グループで、 1998年度の「環境会計実績j は、「環境費用J 150億円、「環境効果J 181億
円となっている。そして、「環境費用」項目として、 (1) 直接的費用 (2) 間接的費用 (3) 省エネ
ルギー費用 (4) リサイクル費用 (5)研究・開発費用 (6)社会的取組費用 (7) その他環境関連費
用があげられ、他方、「環境効果」項目として、 (1) 生産支援のための環境保全活動 (2) 工場省
エネルギー活動 (3) リサイクル活動 (4) リスクマネジメント (5) 環境ビジネス活動 (6) 環境活
動の効率化 (7) 環境教育活動があげられている。そして、これらは、この会社の「環境会計ガ
(15) 富士通株式会社 W1999環境活動報告書j 19 -20ページ;なお、前年度は「環境費用j 140億円、「環境






























型j と、前述の「エコ・バランスJ (物量ターム)や後述の「環境付加価値計算書J (貨幣値タ
ーム)などの「環境負荷析出型」とを併用し、これら両者による補完が重要であると思われる。
(16) そのほか、松下電器グループも同じような開示を行っている。すなわち、「環境コスト項目 J (設備
投資額13 ， 227百万円;経費26 ， 013百万円)、「節減効果金額J (産業廃棄物処理・削減731百万円;







































































































































(1999. 7. 31 稿)
(20) 市場経済システムと環境会計の問題については、例えば、 D. Pe紅白 et al., Blueprint for a Green Econｭ
omy, 1989 (和田憲昭訳『新しい環境経済学一持続可能な発展の理論』ダイヤモンド社， 1994) など参
照。
(21)なお、現在、「環境報告書」の標準モデルが試行されているが(例えば、 Global Reporting Initiative, 
Susωinabiliη Reporting Guidelines, 1999. 3) 、「環境j ・「社会」・「経済」の統合的把握への方向は評
価できょう。
この点、最近、「環境会計」に関する実務解説書が出版されつつあるが、環境会計の原点をふまえて
の「視座J が重要であり、「地球環境J 問題に焦点をあわせた展開が望まれる。なお、これらの方法
論的基礎については、前掲拙著『環境会計入門一環境会計の基本問題を考える J などを参照のこと。
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